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数 割合 数 割合
市におけるモデル事業実施割合 2013年度 37 5％ 3 23％
2014年度 213 26％ 9 69％
自立相談支援の運営方法
直営 360 40％ 10 71％
委託 441 49％ 2 14％
直営＋委託 99 11％ 2 14％
任意事業（2015）実施割合※
就労準備支援事業 253 28％ 7 50％
家計相談支援 205 23％ 9 64％
一時生活支援 172 19％ 4 29％
子どもの学習支援 300 33％ 10 71％
注）数字は厚生労働省が提供している「モデル事業の概要」（平成 25年度・26年度），「生活困窮者自立支援制度の実施状況














































































































































































相談件数は全国的に国の目安値 20人に対して 8割水準となっているが，大津市は 17.1人，東近
江市は 21.8人，高島市 25.6人となっており，全国の実績を上回る件数となっている．特に高島
市は 25人と多い結果となった．プラン作成件数は，全国的に低水準であるのに対し，東近江市
は 13件と国の目安値を超えている．大津市は 3.4人で全国の実績よりもやや多く，高島市は 2.0
人で全国実績を下回る値となっている．就労支援対象者数は，全国的に 1.7人と低水準となって
いるが，東近江市・大津市・高島市も目安値を下回る結果となっている．








新規相談受付件数（月） 20 16.6 14.5 21.8 51.3 17.1 12.8 25.6
プラン作成件数（月） 10 2.7 2.8 13.0 10.3 3.4 1.0 2.0
就労支援対象者（月） 6 1.7 1.7 3.5 7.5 2.5 1.0 2.0
就労支援対象者（4月～ 7月） ― 8,701 1,209 14 30 ― 4 ―
就労・増収者（4月～ 7月） ― 7,897 971 6 20 ― 0 ―
注）全国の値は，生活困窮者自立支援制度全国担当者会議資料（2015年 9月 14日）より作成。






















受付総数（件数） 87 138 51
受付総数（割合） 100.0％ 100.0％ 100.0％
性
男性 54.0％ 57.2％ 39.2％
女性 40.2％ 42.8％ 58.8％
不明 5.7％ 0.0％ 2.0％
年齢
～ 10代 0.0％ 0.7％ 2.0％
20代 9.2％ 4.3％ 7.8％
30代 25.3％ 15.2％ 11.8％
40代 17.2％ 25.4％ 13.7％
50代 13.8％ 15.9％ 19.6％
60～ 64歳 10.3％ 12.3％ 3.9％
65歳～ 5.7％ 20.3％ 25.5％
不明 18.4％ 5.8％ 15.7％
相談経路
本人（来所） 32.2％ 51.4％ 25.5％
本人（電話・メール） 4.6％ 18.1％ 31.4％
家族・知人 (来所 ) 8.0％ 1.4％ 0.0％
家族・知人（電話・メール） 3.4％ 2.2％ 5.9％
自立相談支援機関が把握 0.0％ 0.0％ 3.9％
関係機関・関係者紹介 36.8％ 52.2％ 41.2％
その他 0.0％ 9.4％ 2.0％
不明 16.1％ 2.2％ 0.0％
表 5　新規相談の初回スクリーニング結果
東近江 大津 高島
スクリーニング実施ケース数 88 137 53
スクリーニング実施ケース数 100.0％ 100.0％ 100.0％
内訳
情報提供・相談対応のみで終了 26.1％ 24.8％ 24.5％
他制度・他機関等へのつなぎ 23.9％ 48.2％ 34.0％
本人未同意，同意に向けて取り組む 1.1％ 5.1％ 11.3％
継続支援し，プラン策定 45.5％ 21.9％ 26.4％
スクリーニング判断前に中断・終了 3.4％ 0.0％ 3.8％
不明 0.0％ 0.0％ 0.0％
緊急支援の必要性：あり 14.8％ 10.2％ 1.9％













いないが，評価 68名のうち，初回プランの評価が 24名，再プランの評価が 44名となっており，
初回での終結は 54％，再プランでの終結が 75％となっていた．見られた変化としては，「一般就





初回プラン・再プラン合計 68 20 1
評価結果 終結 67.6％ 85.0％ 100.0％
再プランして継続 32.4％ 15.0％ 0.0％
中断 0.0％ 0.0％ 0.0％
プラン策定時：一般就労を目標に設定 23.5％ 75.0％ 100.0％
見られた変化 一般就労開始を達成 2.9％ 85.0％ 0.0％
就労収入増加 5.9％ 10.0％ 0.0％
職業訓練・就職活動など就職関連 10.3％ 25.0％ 0.0％
家計の改善・債務整理 7.4％ 20.0％ 0.0％
生活保護適用 2.9％ 15.0％ 100.0％
障害手帳取得 2.9％ 0.0％ 0.0％
自立意欲の向上・改善 33.8％ 20.0％ 0.0％
社会参加機会の増加 14.7％ 10.0％ 0.0％
表 6　プランの内容（初回・再プラン合計）
件数 割合
東近江 大津 高島 東近江 大津 高島
プラン作成件数 52 41 4 100％ 100％ 100％
プラン期間中の一般就労を目標にしている 14 30 4 26.9％ 73.2％ 100.0％
法に基づく
事業等利用
住居確保給付金 5 13 0 9.6％ 31.7％ 0.0％
一時生活支援事業 0 7 0 ― 17.1％ ―
家計相談支援事業 3 0 1 5.8％ ― 25.0％
就労準備支援事業 0 2 0 ― 4.9％ ―
認定就労訓練事業 0 0 0 ― ― ―
自立支援相談支援事業による就労支援 28 28 4 53.8％ 68.3％ 100.0％
その他 生活福祉資金による貸付 2 13 1 3.8％ 31.7％ 25.0％


























































































































































































































第 27巻 .日本地域福祉学会 .
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